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ための環境整備
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国立大学
33,351本10.1％

5.2％

11.4％

我が国の産業発展を支える国立大学

組織区分別論文数
（2020年）

公立大学
3,534本

私立大学
13,454本

国研等
6,936本

企業
3,579本

その他
7,847本

19.6％

5.1％

48.5%

Article, Review を分析対象とし、分数カウント法により分析。単年である。
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020 年末バージョン)を基に、
科学技術・学術政策研究所が集計
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▶ 国立大学は我が国の研究開発の基礎であり、最先端の現場である。
▶ 産業界との連携も飛躍的に伸び、産業発展を支える中核。



国立大学の入学者の県内出身者比率と卒業者の県内・地域内就職率

国立大学協会

国立大学の入学者数における県内出身者の比率
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国立大学卒業者の県内・地域内就職率

▶ 入学生の約70%は県外から来て、卒業生の60％～70％程度が県内・地域内に就職しており、国立大学
は地方創生に貢献している。 5



教育・研究の機能強化を目指すと・・・・
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▶ 大学の研究力を活かし、国の未来、地域の未来を支える人材を育むそのためには、
基盤を固め基礎体力を強化する必要。



大学に対する支援全体像

（出典）総合科学技術・イノベーション会議世界と伍する研究大学専門調査会（第12回）を基に国立大学協会で作成

年3,000億円

令和4年度
予算政府案
462億円

▶ 運営費交付金の拡充による、教育・研究の基盤となる使途の制限がない真水の支援が必要。
▶ 施設整備費補助金等の拡充による、教育・研究の基盤となる施設・設備の整備が必要。
▶ 地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージによる支援は対象となりうる大学数に比べ支援額が

少額でありかつ、使途が限定されている。支援の拡充、手続きの簡素化が必要。 7

教育 社会貢献

研究

基盤的インフラ

大学の3要素を支える基盤

・運営費交付金
・施設整備費補助金 等

（全体約800大学）

（3～5大学）



人の在り方について

世界最高水準の研究・教育の実施
重要な学問分野の継承・発展
知の循環と社会への還流
全国的な高等教育の機会均等の確保
新たな価値を創造し、

社会基盤の構築を先導する人材を育成・輩出
地方創生の中核として地域・産業界と連携し

多様な社会課題に対応

国立大学の基本的な役割
SDGsの実現、グリーン・リカバリー、カーボンニュートラ

ルの推進等の地球規模課題の解決や災害や感染症等にも対応
する、高度にレジリエントで持続可能かつインクルーシブな
社会の構築
デジタル技術を駆使した教育・研究・社会貢献の機能強化
人工知能（AI）技術、ビッグデータ解析に長けた人材育成

の中核機能
様々な地域に住む国民のすべてが発展・成長するため、地方

創生の中核としての役割を強化

社会の発展のために強化・拡張する機能

強靭でインクルーシブな社会を実現し、これまで以上に地域、国、世界に貢献するため、
国立大学の強化・拡張に必要な事柄を提言

中期目標・中期計画の在り方
❶ 中期目標・中期計画は各国立大学の個性・特色を活かした多様

なものとすべき
❷ 中期目標・中期計画数を精選するとともに、多様なステークホ

ルダーに伝えるための記述とすべき
❸ 世界の学術動向や社会情勢の変化等に応じた中期計画の見直し

を柔軟化すべき
❹ 国立大学法人評価のサイクルや他の評価の仕組みとの関係を見

直し、評価を効率化すべき
戦略的な大学経営の在り方

❺ 国からの財政措置は、我が国が発展するための未来への投資と
して増額すべき

❻ 国立大学法人評価に基づく運営費交付金の配分は中期目標・中
期計画期間ごとの活動に大きく影響させない配慮をすべき

❼ 成果を中心とする共通評価指標に基づく傾斜配分の仕組みは廃
止すべき。仮に第４期において成果に基づく配分を行うとして
も運営費交付金を上積み（現行予算の外枠）し、インセンティ
ブを与えるための措置とすべき

❽ 社会から一層の理解を得られる国立大学法人会計制度とすべき

機能強化のための財政支援の在り方
❾ 「3類型」は廃止すべき
❿ 国立大学の機能を強化・拡張するための新たな財政支援措置を

創設すべき
⓫ 「大学ファンド」は国立大学の基盤的経費である運営費交付金

を削減しないことを前提とした制度とすべき
経営基盤強化に資する規制緩和等

⓬ 学生（含留学生）定員管理等について柔軟な制度を検討すべき
⓭ 自主財源の獲得を促す多様な規制緩和をすべき
⓮ 経営効率化のため必要な規制緩和等をすべき

コロナ新時代におけるデジタル技術を駆使した機能強化
⓯ オンラインを活用した新たな教育の質の向上を実現すべき
⓰ データ駆動型研究、オープンサイエンスを先導するとともに、

国際的な視野で研究のオンライン化を推進すべき
⓱ コロナ新時代における大学病院の機能維持・向上のため、省庁

の垣根を越えた財政措置をすべき
⓲ デジタル技術を活用した労働環境の整備を推進すべき

第4期中期目標期間へ向けた国立大学法人の在り方について
― 強靭でインクルーシブな社会実現に貢献するための18の提言 ―

参考
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強靭でインクルーシブな社会の実現に貢献するため、
国立大学は設立以来の使命に加え、
新たに機能を強化・拡張します。

 国立大学は個々に、また総体として有する多様な学術知や、これまでの「知の資産」を結集
し提供することで、SDGsの実現、グリーン・リカバリー、カーボンニュートラルの推進を
はじめとする地球規模の課題を解決するとともに災害や感染症等に対応する高度にレジリエ
ントで持続可能な社会の構築にこれまで以上に貢献します。

 中でも、コロナ新時代におけるオープンサイエンスの急速な進展等を見据え、国立大学は、
デジタル技術を駆使した教育・研究・社会貢献の機能強化を行うとともに、データ駆動型研
究等の新たな研究手法を支える人工知能（AI）技術、ビッグデータ解析に長けた人材の育
成等について、中核となってそれを担います。

 また、様々な地域に住む国民のすべてが発展・成長するため、地域で活躍する人材の育成や
新たな産業創出などの地方創生の中核としての役割を、今後一層強化します。

 「知の泉」である国立大学は強靭でインクルーシブな社会の実現に向け、ジェンダーはもと
より人の多様性を重視し、多様なステークホルダーと共に前進し、総体として知の循環と社
会への還流を生み出し、コロナ新時代の新たな価値の創造と社会基盤の構築を先導する役割
を果たしていくために、持てる総力をつぎ込む覚悟です。

国立大学の決意
― 強靭でインクルーシブな社会実現に貢献 ―

参考
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新たな時代に対応する学びの支援

【日米比較】博士後期課程学生の経済的支援の有無

（出典）修士課程(6年制学科を含む)在籍者を起点とした追跡調査(2020年度修了(卒業)者及び修了
(卒業)予定者に関する報告)[調査資料310]を基に国立大学協会で作成

※米国との比較のため、日本のデータについては貸与型奨学金を除いている。
※平成28年度「先導的大学改革推進委託事業」博士課程学生の経済的新状況
に係る調査研究 報告書（平成29年.3月）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経済的に自立したい

社会に出て仕事がしたい

博士課程に進学すると生活の経済的見通しが立た

ない

博士課程に進学すると修了後の就職が心配である

博士課程の進学のコストに対して

生涯賃金などのパフォーマンスが悪い

大学教員などの仕事に魅力を感じない

博士論文の値する研究テーマが見つけられない

研究室環境が好ましくない

（共創が激しい、ストレスが多い、過酷等）

現在の成績では博士への編入学・進学は難しい

社会人入学制度を利用すれば

いつでも博士課程に進学できる

大学より企業の研究職の方がよい

その他

博士課程進学ではなく就職を選択した理由

▶ 米国の博士課程学生と比較し、日本の博士課程学生への支援はあまりにも少ない。
▶ 経済的不安や将来の不安、学位に見合った処遇の問題から博士課程進学ではなく就職を選択している。

（出典）R2.7.2総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会
博士経済的支援に係る検討用資料
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博士後期課程学生支援の概況

（出典）国立大学法人等の予算等に関する説明会資料

博士後期課程在学者：75,295人（令和3年度）
（出典）文部科学省、学校基本調査

▶ 日本の博士後期課程学生を研究者と位置付け、支援の大幅拡充が日本の未来を牽引する。
12
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学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備

■３０歳以上の｢修士課程又は同等レベル｣への
入学者の割合

国大協「高等教育における国立大学の将来像」(H30公表)
▶ 社会人を含む入学者の多様性拡大と流動性向上を推進し、大学院において学術研究の基礎とともに実践性を重要視した

プログラムを積極的に提供を行う。
▶ 18 歳人口の減少は確実であるが、長寿社会において、また経済・社会環境が加速度的に変化する時代において、社会人

の学び直しの機会を提供するリカレント教育が極めて重要になり、我が国が将来にわたって諸課題に対応しつつ持続的に
発展するために必要な質の高い人材育成が必要。

▶ 国立大学全体の規模は、留学生、社会人、女子学生などを含め優れた資質・能力を有する多様な入学者の確保に努めつつ
少なくとも現状程度を維持が必要。 14

（出典）中央教育審議会大学分科会将来構想部会
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▶ 社会人学生数は伸びていない。



学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備

▶ 産学が連携し人材ニーズに応えるプログラムの構築、提供。
▶ 働く人が学び直しの機会を柔軟に得られるよう、時間・財源等個人への支援（リカレント休暇、学び支

援給など）。
▶ 企業へのインセンティブの付与（補助金、税制上の優遇措置）。
▶ 柔軟な教育・学位認定を可能とする制度改正（単位の蓄積、柔軟な授業形態等）。
▶ 多様な学び方が選択できるよう高等教育のDX推進

令和３年６月３日国立大学協会教育・研究委員会教育・学生小委員会

「新たな価値を創造する人材の育成に向けて、デジタル技術の利点を最大限活用し、 社会人のリカレント
教育を拡充することが重要」
（各大学での今後の展開（抜粋） －リカレント教育関連－）
〇LMS（学習管理システム）の進化に伴い、学修時間ではなく到達度による測定／評価による統制が可能になってきた。この方向性をさらに改善し、
進めていくことで、「時間割の壁」を越えた授業というものを設置することが可能になる

〇マイクロラーニングとも呼ばれる、小分けされた学習課題を積み重ねていく学びや、社会人の履修証明蓄積支援（マイクロクレデンシャル）の導入
〇リカレント教育など地域に開かれた高等教育サービスを効果的に提供するため、最新技術を活用することで、多様かつ柔軟な授業形態が許容さ
れるよう、大学設置基準等の検討を期待する

これからの大学教育のあり方について（調査結果）より

15

企業の大学等への送り出し実績

（出典）令和2 年度「大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデル構築に関する調査研究」調査報告書

企業が大学等を活用していない理由（規模別）

（出典）中央教育審議会大学分科会将来構想部会

▶ 日本の中小企業の多くが自社の研修プログラムを保有していない中でもリカレント教育が進まない理由
として、企業に大学のプログラムが知られていないことや、企業が本業に支障が出ると考えていること
が挙げられる。



国大協 第４期中期目標期間に向けた「18の提言」(R3公表)
▶ 大学も社会の変化にも対応していくため、国立大学の定員管理については、各大学及び法人の自主

的な判断と戦略的な取り組みにより柔軟な変更が可能となる制度が必要。
例：学位の分野に変更がなく収容定員の総数が増えない場合の学部・学科の再編等を伴う定員変更

手続きの簡素化、教育組織の設置・再編における設置審査の制度簡素化

（出典） R1.9.19大学院部会資料3-4

学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備

16

（出典）理工系人材需給状況に関する調査結果概要（H30.4.20経済産業省）

▶ 企業が必要とする分野と大学で学んだ分野がマッチしていない。

現在の業務で必要とする分野と大学で学んだ分野との比較（全職種・全業種）
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教育未来創造会議ワーキング・グループヒアリングに対する公立大学協会の見解 

一般社団法人 公立大学協会 

会長 松尾太加志（北九州市立大学長） 

はじめに 

（１）大学の多様な役割や地域特性を踏まえた議論を

高等教育を担う大学は設置形態が異なり、それぞれの大学の理念や目標は決して一様で

はない。また、大学が立地する地域によって、学生層も異なり、その地域が大学に求める期

待も異なる。とくに公立大学は、地域住民や様々なステークホルダーのニーズを捉え、地域

特性に応じた人材育成を目指すものとなっている。 

 本会議ではわが国の大学のあるべき姿を一括りにせず、このような公立大学を含め大学

の多様な役割や地域特性を考慮し、教育の未来像を描くような議論をお願いしたい。 

（２）現場の視点を踏まえた議論を

高い理念に基づく制度改革を、信頼性を持って実行させるためには、現場での多くの試行

錯誤が必要となる。先の教育再生実行会議の大学入試改革・高大接続の議論の中で英語の外

部試験の利用の推進が提言されたが、実施直前になって導入が中止された。地方に住む学生

の外部試験の受験機会の不平等感、複数の外部試験間での公平な換算評価の難しさなどが

あったからである。また記述式の導入などにおいてもその採点に際しての問題点が明らか

になり導入が見送られた。理念としては理解できる議論であっても、実際にそれが公平性や

信頼性を持って現場で実行できなければ意味がない。 

 本会議で新たな制度改革を議論する際には、現場の視点を十分に踏まえ実行性を見据え

た提言をお願いしたい。 

（３）人間の在り方、社会の在り方を中心に見据えた議論を

グランドデザイン答申で前面に出された Society5.0 は、人間の持つ強みに再度着目し、人

間中心の社会を作ることが目標とされるものであろう。一方、それが AI などの先端技術と

強く関連付けられると、産業構造等の変化に議論の焦点が当てられがちとなる。そうなって

は企業や産業の進展を第一にとらえた議論となり、人間の存在が中心ではない。 

技術の進歩に合わせた教育を考えるのではなく、人間の在り方、社会の在り方を中心に見

据えた議論をお願いしたい。 
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① 未来を支える人材を育む大学等の機能強化について 

（１） 地域社会を支える人材育成への着目 

 公立大学は現在 98 の大学があり、その数は増えつつある。これは、地方自治体が地域の

人材育成を求めていることの証でもある。その地域の人材は、教育未来創造会議の中で不足

していると考えられている人材だけではなく、国の基本的なインフラを支えていく人材の

育成につながっている。 

公立大学に設置されている学部のうち最も多いのは、超高齢社会を支える人材育成を行

う看護・保健医療・福祉系である。また、単科大学が全体の半数を占め、そのうち看護系の

単科大学は 19 大学である（資料１）。それ以外の分野においても、地域のニーズに応じた学

問分野が多く、地域のコミュニティにとって必要不可欠な人材育成を行っている。 

 国全体の課題の中で、先進的な科学技術分野の「未来を支える人材育成」を実現させると

いう視点だけでなく、「地域社会を支える人材育成」という視点で、地方自治体がコミュニ

ティの維持に資する人材の育成と確保に政策的に取り組むことについて大学の機能強化の

視点として積極的に議論いただきたい。 

 

 資料１  

 

公立大学の学部には看護・保健医療・福祉系が多い。学部数では、単科大学が全体の約半数を占める。以上、令和

３年度のデータ。母数となる大学数は、大学院大学が３校を除く９５大学。 

 

（２） 地方自治体における高等教育に対する責任体制づくりの支援 

 中央教育審議会の議論においても、「地域の中核となる大学の実現」のために地方自治体

の果たす役割は大きいと指摘されている。その具体的な方策として、「高等教育担当部署の

創設や大学連携担当職員の配置」が示され、長野県、福井県、京都府等における大学政策等



3 

の担当部署の設置が例示されている。このことは、今後の公立大学政策や地域の中核となる

大学を考えるうえで重要な指摘と考える。 

 一方で、各局に専門知識を有する職員を多数擁する文部科学省とは異なり、政策資源に限

りのある地方自治体が、単独で大学政策を適切に実施することは容易ではない。「地域振興

と大学を結びつけて考える力がある」地方自治体職員の優位性に信頼を置きつつ、地域にお

ける学術の現場を支える公立大学の教職員等の知見を活用するような工夫が必要となる。 

 言うまでもなく、今後の大学の機能強化には、ガバナンスの課題に向き合うことが肝要で

ある。公立大学のガバナンスには、①自律的な経営体としての法人ガバナンス、②地方分権

を担う自治体ガバナンス、③学術を司る大学ガバナンスという３つの視点がそれぞれ欠か

せない。 

 これらのガバナンスを充実させるためにも、国全体の大学の機能強化を検討する際には、

地方自治体の有する優位性と限界に着目しつつ、地方自治体が相互に連携しながら、地域の

高等教育に責任を果たしていく体制づくりのための支援を国として行うことが求められる。 

 

② 新たな時代に対応する学びの支援について 

（１）低所得者層に対する経済的支援の充実 

 公立大学に在籍する学生は国私立大学の学生に比べ相対的に経済面で恵まれていない学

生が多い（資料２）。親からの仕送りなしでアルバイトを唯一の生活費としている学生が、

コロナ下で苦境に立つケースも少なくない。 

 また、高等教育の修学支援制度によって経済的な支援が受けられるようになったものの、

大学に入学するまでにかかる費用についての直接的な支援はなされていない。大学進学を

選択肢の一つとして考え続けられるような、初等中等教育から大学教育までの接続のあり

方を学びの支援とセットで考えていただきたい。 

 

（２）大学院生への経済的支援と企業の受け入れ支援 

 大学院の進学についても、経済的な面で進学を諦め就職の道を選択する学生も少なくな

くい。また、人文社会系において大学院の進学者が少ないのは、大学院修了による就職のメ

リットがないからである。企業等において人文社会系の大学院修了生の受け入れを促進す

ることも必要であろう。 

 学びの支援として学部生と同じような修学支援制度による経済的な支援をさらに充実さ

せるとともに、人文社会系の大学院修了生の企業等受け入れの支援が必要であろう。 
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資料２ 

国公私立大学に通う学生の家庭の年間収入別学生数の割合。公立大学生は収入の低いところで割合が高く、逆に

収入が高いところで割合が低い。 

③ 学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備について

（１）リカレント教育の課題

地方の大学は、人口の多い都市部の大学に比べ、受講希望者が相対的に少なくリカレント

教育においてスケールメリットを確保できないという課題がある。公立大学でも地域から

の要望に即して公開講座等を開いている大学は少なくないが、正規の学生の教育だけで手

一杯であることが多く、学び直しのリカレント教育を行うことは容易ではない。 

 また内容面でも、現役社会人からの要望に従って、実践的で資格取得に必要な知識を提供

するものに応えていくといわゆる民業圧迫になりかねず、公立大学としての社会的責任と

矛盾することにもなる。 

 一方、企業向けのリカレント教育に即して開講した内容であっても、地方の企業は人手不

足や学費等の支援の困難さがあり、大学で学ばせる余力がないところが多い。さらにアンケ

ート調査などによると、地方の場合大学での学び直しに社会人が支払えると感じている金

額が相対的に低い。 
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（２）リカレント教育に対する継続的な支援を

こうした状況の中で、受講料や、スケールメリットの課題を解決し、リカレント教育を充

実させるためには、特に地方でのリカレント教育のための環境づくりが重要となる。 

まず受講希望者に対しての支援である。受講にかかる経済的な支援も必要であるが、企業

等に対しては大学へのリカレント教育に送り出しやすい環境づくりの支援が必要である。 

一方で、リカレント教育を実施する上でのスケールメリットが出てこない地方の大学に

対しての支援も必要である。リカレント教育の立ち上げ時のスポット的支援も必要だが、維

持していくための継続的な支援が望まれる。 

資料３ 

北九州市立大学における社会人教育 2019年度から開講 

〇５つの領域 

① 学問と人生 ～歴史のプロとふりかえるあなたの人生～

② 地域創生 ～この町はあなたの学びをまっている～

③ 多様な世界との対話 ～あたらしい世界のミカタ～ 2021 年度開講

④ こころの科学 ～こころを探求する～

⑤ 社会人のためのデータサイエンス基礎 ～データを基に世界を読み解く～ 2022 年度開講

〇受講者数実績 

2019 年度 57 名、2020 年度 55 名（予定者数。新型コロナ感染により中止）、 

2021 年度 37 名 
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